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当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上の基本的な考え方
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障害福祉における生産性向上とは、「支援者一人一人の力を引き出し、

チームでその力を利用者に届けることで、新たな価値を生み出すこと」

支援者一人一人の 力を引き出す
チームでその力を

利用者に届ける

新たな価値を

生み出すこと

当事者視点に立った
ケアの充実のための 生産性向上

障害福祉の仕事の魅力と
現場の持続可能性が向上

障害福祉を 未来へつなぐ

出典：令和７年度障害者総合福祉推進事業・障害者福祉現場の生産性向上に向けた調査研究事業
「障害福祉現場における生産性向上の基本的な考え方」



「障害福祉現場における生産性向上の基本的な考え方」
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• 各法人・事業所がそれぞれの「あるべき姿」を実現し、全国の障害福祉現場での当事者視点に立った

「ケアの充実」につなげていくために、生産性向上の推進が必要

• 障害福祉特有の多様性・個別性への配慮が必要である一方、当事者視点に立った「ケアの充実」が共

通して重要

• 各法人・事業所がその特徴に応じた「現状」と「あるべき姿」を明らかにし、両者の間のギャップを

埋めべく、テクノロジーの導入・活用を含む生産性向上の取組を推進

• 生産性向上の取組が利用者や支援者などの「人」を大切にするプロセスであることを踏まえ、協調

性・包摂性・共益性の３つの価値観を重視

• ①共感をつくる、②課題を「見える化」する、③解決策を考える、④試してみる、⑤振り返るという

５つのステップで取組を提示

• 障害福祉における生産性向上について、「支援者一人一人の力を引き出し、チームでその力を利用者

に届けることで、新たな価値を生み出すこと」と定義

• 「生産性」の本質的な意味である、組織等が持っている力を引き出し、新しい価値を生み出すことに

即しつつ、障害福祉分野の特性を踏まえて生産性向上の定義を整理

なぜ生産性向上が必要なのか（Why）

生産性向上をどのように進めるか（How）

生産性向上とは何か（What）

出典：令和７年度障害者総合福祉推進事業・障害者福祉現場の生産性向上に向けた調査研究事業
「障害福祉現場における生産性向上の基本的な考え方」



2021年4月1日
1.障害福祉現場における

人材確保・生産性向上の概況と取組



障害福祉サービス・障害児サービスの利用者数の推移

障害福祉サービス・障害児サービスの利用者数は増加傾向

5



障害福祉関係分野職種における労働市場の動向（ 有 効 求 人 倍 率 の 動 向 ）
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障害福祉サービス等従事者を含む関係職種の有効求人倍率は、全職種より高い水準で推移

【出典】厚生労働省職業安定局「職業安定業務統計」により厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課において作成。
注１）上記はパートタイムを含む常用の数値。常用とは、雇用契約において雇用期間の定めがないか又は4か月以上の雇用期間が定められているものをいう。

パートタイムとは、1週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の1週間の所定労働時間に比し短いものをいう。
注２）上記の数値は、新規学卒者及び新規学卒者求人を除いたものである。
注３）「障害福祉関係の職業」は、2012年以前は「社会福祉専門の職業」の数値。2013年以降は、「社会福祉の専門的職業（保育士、福祉相談員等）」と

「介護サービスの職業」を合計した数値。



• 「障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業」、「障害福祉分野における人材確
保・生産性向上サポート促進事業（都道府県等実施分）」及び「障害福祉分野における
人材確保・生産性向上サポート拠点整備事業（国実施分）」を、令和７年度補正予算に
計上、令和8年度実施中

• 省力化投資促進プランのKPIの達成に向けて、ICT活用や都道府県ワンストップ窓口の設
置を推進

障害福祉分野における生産性向上の経緯
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令和６年度

令和７年度

省力化投資促進プランの

策定指示

総理官邸での車座開催

骨太の方針2025策定、

新しい資本主義実行計画改訂、

省力化投資促進プラン策定

生産性向上関連事業の計上

• 「省力化投資促進プランの策定と実行のための関係府省連絡会議」の設置

• 政府において、障害福祉分野も含め、人手不足が深刻な業務における「省力化投資促進
プラン」の策定指示

• 「経済財政運営と改革の基本方針2025」（骨太の方針2025）及び「新しい資本主義の
グランドデザイン及び実行計画2025年改訂版」の閣議決定

• 医療、介護とともに、障害福祉分野における生産性向上が明記

• 「省力化投資促進プラン―障害福祉―」の策定、生産性向上に関するKPI設定

• 総理官邸において、「医療・介護・障害福祉関係者との生産性向上等に関する車座」の
開催

• 医療・介護・障害福祉関係者を参集し、それぞれの現場における生産性向上や経営環境
等について意見交換

（令和７年１月17日）

（令和７年２月25日）

（令和７年６月13日）

（令和７年度補正予算）

生産性向上関係の調査研究
• 障害者総合福祉推進事業「障害福祉現場の生産性向上に向けた調査研究事業」において、

「障害福祉現場における生産性向上の基本的な考え方」を作成

• 「障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業」において、「障害福祉現場における
介護テクノロジー等 導入・活用マニュアル」を作成

（令和７年８月～）

令和８年度

社会福祉法等の一部を改正す

る法律等の成立
• 人材確保・生産性向上等の取組の促進を国・都道府県の責務に位置づけ、 障害福祉計画

等の記載事項への追加、都道府県に関係者の連携を図る協議会の設置を義務化



省力化投資促進プラン（障害福祉）概要
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１ 実態把握の深堀
○ 障害福祉分野でも、有効求人倍率が相対的に高い水準で推移しており、障害福祉サービス利用者数が増加する中で、人材確保が
喫緊の課題

○ 介護テクノロジーの導入促進、手続負担の軽減、事業者間の連携・協働化等の取組により、間接業務の効率化と直接処遇業務の
負担軽減・質の向上を推進することが重要

○ これまでに実施した調査研究事業等から、介護分野同様に、支援内容の記録業務等のICT化や見守り支援機器の活用が効果的と
分析

２ 多面的な促進策
○ 見守り支援機器導入による夜勤職員配置体制加算要件緩和（令和６年度報酬改定）、障害福祉分野における介護テクノロ
ジー導入費用に対する補助、協働化等の支援（令和６年度補正予算） 等

○ 障害福祉の職場環境改善事例集の作成（令和５年度） 等
○ 令和７年度、障害福祉現場の生産性向上の目指すべき姿や必要な取組を可視化するための調査研究を実施
○ 障害福祉分野における手続負担の軽減を図る観点から、指定申請及び報酬請求関連文書について標準様式及び標準添付書類
の使用を基本原則化（令和７年３月府省令等改正、令和８年４月施行）

○ 標準様式等を用いた電子的な申請・届出を含め、事業者・自治体間の障害福祉関係手続に関するシステムの整備について、令和
９年度中を目途に実現する方向で検討

３ サポート体制の整備・周知広報
○ 一部の自治体において障害福祉分野も対象としたワンストップ型窓口を設置しているが、今後、更なる窓口設置の促進に向けた取
組を検討

４・５ 目標、KPI、スケジュール
○ ICT活用等により業務量の縮減を行う事業所の増加：32.3%（現状）→50%（2026年）→90%以上（2029年）
○ 都道府県ワンストップ窓口設置数の増加：４（現状）→10以上（2026年）→47（2029年）等

（障害福祉分野関係）

出典：「省力化投資促進プラン―障害福祉―」 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/shouryokukatousi/10-2.pdf



省力化投資促進プラン（障害福祉）において策定したKP I

9出典：「省力化投資促進プラン―障害福祉―」 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/atarashii_sihonsyugi/shouryokukatousi/10-2.pdf



当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上
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＜具体的な取組＞
○ 見守り支援機器の活用促進

（令和６年度障害福祉サービス等報酬改定）
・夜勤職員配置体制加算の要件を緩和

○ 障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業
（令和６年度補正予算、令和７年度補正予算）

○ 地域障害児支援体制充実のためのＩＣＴ化推進事業
（令和６年度補正予算、令和７年度補正予算）

○ 障害福祉人材確保・職場環境改善等事業
（令和６年度補正予算）
※令和７年度補正予算：障害福祉従事者処遇改善緊急支援事業

○ 障害児支援人材確保・職場環境改善等事業
（令和6年度補正予算）
※令和７年度補正予算：福祉・介護職員等処遇改善緊急支援事業

○ 小規模事業所の協働化モデル事業
（令和６年度補正予算）

＜具体的な取組＞
○ 標準様式等の使用の基本原則化
・ 指定申請関連文書、報酬請求関連文書の標準様式及

び標準添付書類（以下「標準様式等」）を作成・周知
済み。

・ 令和６年度に、標準様式等の使用を基本原則化する
ための関係府省令等の改正を実施。令和８年４月施行
（標準様式等の使用が可能な自治体には施行を待たずできる限
り早期の活用を促進）

○ 事業者・自治体間の障害福祉関係手続に
関するシステムの共通化

・ 障害福祉サービス等の事業所台帳管理システムや、
業務管理体制データ管理システムも含め、事業者・自
治体間の障害福祉関係手続に関するシステムの共通化
に向けて、令和９年度中を目途に実現する方向で検討

○ テレワークの活用

介護ロボットやICTの活用、小規模事業所の協
働化等により、人材確保が難しい中でも、直接処
遇業務の負担軽減や質の向上を図ることが必要。

指定申請等の各種手続きや業務負担の軽減によ
り、現場の書類作成等の間接業務を効率化し、利
用者の支援に注力できる環境づくりが必要

※厚生労働省「省力化投資促進プランー障害福祉ー」等を基に作成

間接業務の効率化 直接処遇業務の負担軽減・質の向上
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障害福祉現場における生産性向上の事例
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出典：令和７年度障害者総合福祉推進事業・障害者福祉現場の生産性向上に向けた調査研究事業

「障害福祉現場における生産性向上の基本的な考え方」



「障害福祉現場における介護テクノロジー等導入・活用マニュアル」
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• 「障害福祉現場における生産性向上の基本的な考え方」を踏まえ、限られた時間の中で、本来大切に

したい支援にしっかり時間を使える状態をつくることを目指す

• 現場の業務を見つめ直し、「何をするための時間を生み出したいのか」「どの負担を減らしたいの

か」を明確にした上で、テクノロジーを適切な場面に位置づけることを重視

• 各事業所が自らの業務を「見える化」を起点に改善を進め、振り返りながら次の行動につなげられて

いる状態を目指す

• 「時間削減」だけでなく、業務の偏り改善や情報共有の円滑化、支援の進めやすさといった観点を重

視し、改善の取組を組織として継続的に進める仕組みを提示

• 「障害福祉現場における生産性向上の基本的な考え方」の「５つのステップ」のうち、ステップ２～

５（②課題を「見える化」する、③解決策を考える、④試してみる、⑤振り返る）を対象に具体的な

業務改善活動を整理するとともに、取組事例を紹介

• 業務の「見える化」を通じて、時間の長短だけを見るのではなく、業務のバランス・流れ・偏り・背

景にある考え方まで含めて捉え、課題を整理するための視点を提示

• 課題に対応するテクノロジーを整理した上で、実際にテクノロジー導入・活用の判断を行う際のポイ

ントを提示

テクノロジー導入・活用に求められる視点

「見える化」を起点とした改善と定着のプロセス

業務構造の分析を踏まえた整理の方法

こちらの二次元コードから

アクセスできます。↓

出典：厚生労働省「障害福祉現場における介護テクノロジー等導入・活用マニュアル」障害福祉現場における介護テクノロジー等導入・活用マニュアル｜厚生労働省



障害福祉現場における生産性向上の事例

13厚生労働省「障害福祉現場における介護テクノロジー等導入・活用マニュアル」より引用



令和８年度実施中の生産性向上関連主要施策
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１ 処遇改善加算の拡充
○ 福祉・介護職員のみならず、障害福祉従事者を対象に、幅広く月1.0万円（3.3％）の賃上げを実現する措置を実施するととも
に、生産性向上や協働化に取り組む事業者の福祉・介護職員を対象に、月0.3万円（1.0％）の上乗せ措置を実施。

２ 障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業
○ 利用者の安心安全な生活の確保を図りつつ、障害福祉現場の職員の介護業務の負担軽減、労働環境の改善、業務効率化を
推進するため、介護ロボットやICTのテクノロジーを活用し、障害福祉現場の生産性向上を一層推進。

３ 障害福祉分野における人材確保・生産性向上普及・促進に関する調査等事業
○ サポートセンター及び協議会の設置・運営に向けた都道府県に対する情報提供・伴走支援の実施、「障害福祉現場における生
産性向上推進フォーラム」等の実施。

４ 障害福祉分野における人材確保等計画・分析調査事業
○ 障害福祉サービス等事業所への処遇改善加算の取得促進に向けた調査・分析、報酬改定に係るデータ分析、障害福祉分野の
仕事の魅力に関する戦略的な広報の実施。

５ 障害福祉分野における生産性向上ガイドライン策定等に向けた調査研究
○ テクノロジーの導入実証を行ったうえで、「障害福祉分野における生産性向上ガイドライン（仮称）」を作成。

６ 障害福祉分野における情報連携の円滑化及び手続負担軽減に関する調査研究事業（障害者総合福祉推進事業）
○ 障害福祉分野における情報連携の円滑化を通じ、利用者・事業者・自治体のいずれにとっても負担軽減や利便性向上につなが
るようなモデルの検討・整理を行うとともに、手続負担軽減に関する更なる現状把握や今後の取組に向けた整理を進める。

７ 事業者・自治体間の障害福祉関係手続に関するシステムの共通化
○ 事業者の負担軽減及び公共サービスの効率化・利便性向上の観点から、①電子申請・届出機能、②事業所台帳管理機能、
③業務管理体制データ管理機能を備える「事業者・自治体間の障害福祉関係手続に関するシステム」を開発・構築。



生産性向上関連事業 令和7年度補正予算
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生産性向上関連事業 令和7年度補正予算
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生産性向上関連事業 令和7年度補正予算
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生産性向上関連事業 令和7年度補正予算
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生産性向上関連事業 令和7年度補正予算
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生産性向上関連事業 令和7年度補正予算
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生産性向上関連事業 令和7年度補正予算
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22

社会福祉法等の一部を改正する法律（令和８年法律第51号）の概要（令和８年6月25日公布）

等

改 正 の 趣 旨

施 行 期 日

令和９年４月１日（ただし、２．②の一部は公布日、２．③は公布後１年６月以内に政令で定める日、１．③及び⑤の一部は公布後２年以内に政令
で定める日、１．⑤、⑥及び２．①の一部は公布後３年以内に政令で定める日）

１．地域の実情に応じた包括的な支援体制の拡充【社福法、介保法、老福法、障害者総合支援法、児福法、困窮法、生保法】
① 小規模市町村における包括的な支援体制の整備を促進する事業(※)を新設するほか、地域住民の支援等を検討する会議を全市町村で設置可能等とする。

※福祉各分野の相談支援・地域づくり事業の配置基準を分野横断的な基準に柔軟化するとともに、あわせて地域住民の取組との協働促進を図る事業を行う。
② 中山間・人口減少地域での地域の実情に応じた配置基準や包括的な評価の仕組みが導入可能となる特例介護サービスの類型（「特定地域サービ

ス」）の新設や、地域のサービス提供主体が少ない場合に市町村が事業として居宅介護サービス等を実施できる「特定地域居宅サービス等事業」の創
設、事業者間の連携強化とそのための事業継続の仕組みの構築、介護予防と地域の支え合いを一体的に実施する拠点を運営する事業の新設等を行う。

③ 頼れる身寄りがいない高齢者等に対する日常生活・入院等の手続・死後事務の支援を行う事業を第二種社会福祉事業に位置付け、あわせて相談体
制等の整備を図る。

④ 成年後見制度や地域における権利擁護事業の適切な利用の支援の中核的な役割を担う「地域権利擁護相談支援センター」を設置可能等とする。
⑤ 中重度等の要介護者を入居させる有料老人ホームに係る都道府県等への登録制度を導入する。また、その入居者に対する相談支援を行う「登録施

設介護支援」等を新設し利用者負担を求める。
⑥ 介護サービス量等の中長期推計及び医療・介護連携等に関する介護保険事業（支援）計画の見直しや、介護サービス利用時等の電子資格確認の導

入など介護被保険者証に係る見直しを行う。

２．福祉人材の安定的な確保及び定着支援【社福法、介保法、障害者総合支援法、児福法、士士法、平成19年士士法改正法】
① 関係団体等（公的機関、地域の事業者、養成施設等）で構成する福祉人材確保のための協議会の設置を都道府県の努力義務とするとともに、生産

性向上、経営改善支援等の取組の促進を国及び都道府県の責務とし、関係者の連携を図る関係協議会を設置する。
② 令和13年度までの介護福祉士養成施設卒業者については、経過措置として卒業後５年間は介護福祉士の資格を有することができるものとするほか、

准介護福祉士資格を廃止する。
③ 介護支援専門員（ケアマネジャー）に係る研修受講を要件とした更新の仕組みを廃止するなど、法定研修に係る見直しを行う。

３．支援基盤の強化等【社福法】
① 社会福祉連携推進法人が実施可能な業務を追加（第二種社会福祉事業等）し、社会福祉法人解散時の残余財産の帰属先に地方公共団体を追加する。
② 災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）として活動する人材登録の仕組みを整備する。

質の高い福祉サービスの確保と社会福祉事業等の安定した経営基盤の確立の双方の実現に向けて、多様で複雑な福祉ニーズに対応した包括的な支援を確保す
るため、小規模市町村での相談支援等に係る事業や人口減少地域における特例介護サービスの類型の新設、一定の要件に該当する有料老人ホームに係る登録制
度の創設等の措置を講ずるとともに、福祉人材の安定的な確保や定着を図るため、介護支援専門員の資格に係る更新制の廃止及び法定研修の見直し等の措置を
講ずるほか、介護分野等における質の高い福祉サービスの確保等を図るための都道府県協議会を設置すること、一定の要件を満たす社会福祉連携推進法人にお
ける社会福祉事業の実施を可能とすること等の措置を講ずる。

改 正 の 概 要
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○ 介護の担い手となる生産年齢人口の減少が進む中、将来にわたって必要な介護サービスを安心して受けられるよう、介護人材の確保は
喫緊の課題。介護テクノロジーの活用やタスクシフト／シェア、業務の協働化・大規模化等の推進を通じ、職員の業務負担の軽減を図り、
業務の改善や効率化により創出した時間を直接的な介護ケアに充てるとともに、職員への投資を充実させ、介護サービスの質の向上につ
なげるため、生産性向上の取組を一層推進していく必要がある。

○ これらの取組の推進にあたっては、人材確保・定着や生産性向上等による職場環境改善、経営改善支援等の取組に係る国及び都道府県
の役割強化（※）とともに、高齢化・人口減少の状況・人材供給量などについて地域差や地域固有の課題があることから、地域の関係者が
地域の実情等の情報を収集・共有・分析、課題を認識し、協働して実践的に課題解決に取り組むための仕組みが必要。
※ 令和５年改正では、都道府県の努力義務として生産性向上の取組が規定された。

○ 加えて、介護分野だけでなく、福祉分野全体での人材確保・生産性向上を進めていくことも重要。

現 状 ・ 課 題

教育委員会

＜人材確保・生産性向上等に係る協議会＞
① 関係団体等（公的機関、地域の事業者、養成施設等）で構成する

福祉人材確保のための協議会の設置を都道府県の努力義務とする

② 介護分野における生産性向上等の取組の促進を図るための協議会
の設置を都道府県の義務（※）とする
※ 介護分野においては、令和８年１月10日時点で45都道府県に介護現場

革新会議が設置済。

＜国及び都道府県の責務等＞
① 人材確保や生産性向上を通じた質の高い介護の確保及び経営基盤

の確立を図るための取組の推進等を、国及び都道府県の責務とする

② 都道府県介護保険事業支援計画において、人材確保、生産性向上、
経営基盤の確立に係る取組事項を必須記載事項とする（再掲）

見 直 し 内 容

介護事業者

事業者団体・
職能団体

都道府県（設置主体）

市町村

≪協議会のイメージ図≫ 

（介護分野の例）

※ 上記の見直しの他、現行の離職等した介護福祉士等に係る届出制度について、
地域における介護人材の実態把握や必要なキャリア支援を行うため、現任の介護福祉士等についても届出の努力義務を課す。

※ 障害福祉分野も同様の見直しを行う。

生産性向上等による職場環境
改善、経営改善支援

福祉人材確保の協議会
（努力義務）

人材確保・定着
（外国人材の確保・定

着含む）

介護のイメージ改善
理解促進

生産性向上等に係る協議会
（設置義務）

介護生産性向上
総合相談センター

介護福祉士
養成施設等

ハローワーク

介護労働安定センター

福祉人材センター
（コーディネーター的役割）

福祉人材確保のための協議会、介護現場における生産性向上等の推進
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○ 「基本指針」（大臣告示）は、市町村及び都道府県が障害福祉計画及び障害児福祉計画を定めるに当たっての基本的な方針。
○ 都道府県及び市町村は、基本指針に則して原則３か年の「障害福祉計画」及び「障害児福祉計画」を策定。
○ 第８期障害福祉計画及び第４期障害児福祉計画に係る基本指針は、令和８年３月に告示。

計画期間は令和９年４月～令和12年３月※。

１ ． 基 本 指 針 に つ い て

２ ． 本 指 針 の 構 成

第一 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する
基本的事項

一 基本的理念

二 障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方

三 相談支援に関する基本的考え方

四 障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方

五 障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充実のための

生産性向上に関する基本的考え方 【新規】

第二 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目
標（成果目標）

一 福祉施設の入所者の地域生活への移行

二 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

三 福祉施設から一般就労への移行等

四 障害児支援の提供体制の整備等

五 地域生活支援の充実

六 相談支援体制の充実・強化等

七 障害福祉人材の確保・定着、当事者視点に立ったケアの充実のための

生産性向上【新規】

八 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築

第三 計画の作成に関する事項

一 計画の作成に関する基本的事項

二 市町村障害福祉計画及び市町村障害児福祉計画の作成に関す

る事項

三 都道府県障害福祉計画及び都道府県障害児福祉計画の作成に

関する事項

四 その他

第四 その他自立支援給付及び地域生活支援事業並びに障害児通所
支援等の円滑な実施を確保するために必要な事項等

一 障害者等に対する虐待の防止

二 意思決定支援の促進

三 障害者の文化芸術活動、スポーツ等による社会参加等の促進

四 障害者等による情報の取得利用・意思疎通の推進

五 障害を理由とする差別の解消の推進

六 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等を提供する事業

所における利用者の安全確保に向けた取組や事業所における

研修等の充実

※ ３年を一期として作成することを基本としつつ、都道府県及び市町村が地域の実情や
報酬改定・制度改正の影響の有無を考慮して、柔軟な期間設定が可能。

「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の

円滑な実施を確保するための基本的な指針」改正後 概要



障害福祉分野における人材確保・生産性向上に関する検討会
検討事項
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障害福祉分野における人材確保・生産性向上に関する検討会

障害福祉分野の仕事の魅力に関する
戦略的な広報の実施

【人材確保】 【生産性向上】

「障害福祉分野における生産性向上ガイドライン」の策定

処遇改善加算の取得促進に向けた取組方針 生産性向上の取組や成果等を評価する仕組みの検討

都道府県支援体制の設置・運営に係る伴走支援

都道府県支援体制整備状況等調査

生産性向上に関する戦略的な広報の実施

・本検討会においては、障害福祉分野における人材確保・生産性向上等の課題に対応した取組を促進するため、「障害福祉分野に

おける生産性向上ガイドライン」の策定について重点的にご議論いただきたい。

・ガイドライン策定に必要な実証研究の検討に当たっては、「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」において進められている

令和９年度障害福祉サービス等報酬改定の検討に資する調査分析を行うことを念頭にご議論いただきたい。

※赤枠以外の項目については、結果を本検討会で報告させていただく予定。



2021年4月1日
２.障害福祉現場における生産性向上に関する

今後の進め方



障害福祉現場における生産性向上に関する今後の進め方
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以下の取組を中心に、生産性向上に関する検討を進めてはいかがか。

障害福祉現場における生産性向上に係る実証の実施（20事業所程度）１

創出された効果をふまえ「生産性向上ガイドライン」として取組内容を明文化２

生産性向上の取組や成果等を評価する仕組みの検討３

「生産性向上ガイドライン」等の普及・展開による、
障害福祉現場における生産性向上の取組の推進

４



「障害福祉分野における生産性向上ガイドライン（仮称）」イメージ
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令和７年に策定された「障害福祉現場における生産性向上の基本的な考え方」を基に、介護保険分野の「介護

サービス事業における生産性向上（業務改善）に資するガイドライン」も参考としつつ、障害福祉サービス事業

における生産性向上ガイドラインを策定することで如何か。

ガイドライン構成案
・障害福祉現場における生産性向上の考え方
・障害福祉現場に共通する生産性向上に関する課題
・生産性向上に向けた改善活動の標準的なステップ
・改善活動の取組例

共通編

生産性向上の取組パターン別に、大きく①訪問系、相談支援系 ②施設入所系、居住支援系
③通所系 ④児童系 の４パターンを作成
その中で、類型別に応じた課題の設定・改善の取組をまとめる

ア：記録、請求業務関連
イ：スケジュール作成業務関連
ウ：夜間見守り支援関連
エ：情報連携関連
オ：タスクシフト

サービス
類型別



2021年4月1日
３.障害福祉分野における戦略的広報の実施



仕事の紹介WEBサイト

障害福祉分野におけるしごとの魅力発信
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これまで、障害福祉分野のしごとの魅力を広く伝えるため、福祉のしごとの内容や、実際に働いている人や利用者

へのインタビュー、よくある質問などをまとめ、デジタルパンフレットと動画を作成

一般向け、学生・教職員向け
中高年向け、アクティブシニア向け

デジタルパンフレット

就活生向け
中高年向け

動画

出典：厚生労働省 障害福祉の職場の魅力 | 障害福祉のお仕事の世界、障害福祉のお仕事の世界



障害福祉分野における広報発信実施方針
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本検討会で検討する方針を踏まえ、下記の通り、インターネットメディア（SNS を含む。）やマスメディアを

活用した、戦略的な広報を実施予定。

課題就業のモチベーションターゲット像想定ターゲット

• 障害福祉分野の仕事内容が分からない
• キャリア形成やスキル習得がどのよう

にできるかが分からない
• 福祉に関心があり社会貢献がしたい

• 大学生・専門学校生
• 第二新卒・異業種転職層

①学生・求職者

• 障害福祉分野で自分のスキルを
どのように活かせるかが分からない

• 障害福祉分野で何ができるかが
分からない

• 現役時代のスキルを活かして社会貢献
がしたい

• 現役時代とは異なるフィールドで
自己実現がしたい

• 定年前後～退職後
• 商社・メーカー・IT・金融層

②エグゼクティブ
シニア

広報は、ターゲット毎の課題を踏まえ、それぞれに対する訴求力の高い媒体（WEBサイト・SNS・紙）を活用し、内容を検討。

WEBサイト・SNSを用いた広報は、①認知（広報の存在の認知）②誘導（広告内容の確認）を中心に定量的な効果測定を実施予定。

しごとの魅力発信

生産性向上

求める効果等周知内容想定ターゲット

• 人材不足が進行する中においても、利用者本位の質の高い支援を持続可能な
形で提供するため、生産性向上の取組が重要であることを分かりやすく示す

• 障害福祉分野における生産性向上の
必要性及び意義

障害福祉現場の
職員及び管理者
や経営者

• ICT・ロボット技術の活用、業務の標準化・見える化、記録業務の効率化、
職員の役割分担の見直し等、現場で実践可能な取組事例を紹介する

• 生産性向上に資する具体的な取組事例
等の紹介

• 補助事業、相談支援体制、研修・好事例集等、生産性向上に資する国の施策
について理解を促進する

• 国が実施する各種支援策・関連制度の
周知

• 管理者・経営者層に対しては取組開始の意思決定を、現場職員に対しては
業務改善への参画意識を喚起し、実際の取組につなげる

• 行動変容の促進



2021年4月1日
参考資料



障害者部会における生産性向上に関する主なご意見

• 生産性向上の目的はケアや支援の充実、利用者のQOL向上であることを明確にすべき。
• 間接業務の効率化により、直接支援により多くの時間を充てることが重要。
• 生産性向上は単なるコスト削減ではなく、質の向上と人材不足への対応を両立する取組として

位置付けるべき。
• 現場への負担や費用対効果を踏まえつつ、好事例の横展開を進めるべき。
• 事業所間連携や情報共有など、現場に実効性のある仕組みづくりが必要。
• 人材確保・定着と生産性向上は一体的な課題であり、サービス提供体制の維持・強化の観点が

重要。

生産性向上に
ついて

生産性向上の
表現について

• 政府全体で用いられている政策用語であり、政策との整合性の観点から維持すべきとの意見も
ある。

• 「障害者の生産性」ではなく、事業所運営やサービス提供体制の生産性を指していることを
明確化すべき。

• 「当事者視点に立った」ケアの充実のための生産性向上であることを明確にすべき。
• 人を評価する概念としてではなく、質の高いサービスを持続的に提供するための取組として

説明することが重要。

・上記のご意見を踏まえ、「障害福祉現場における生産性向上の基本的な考え方」（令和７年度）に
おいて、障害福祉現場における生産性向上とは「当事者視点に立ったケアの充実のための生産性
向上」であることを明確化し、その必要性や考え方等を整理。

・「当事者視点に立ったケアの充実のための生産性向上」に向けた指針として、「障害福祉分野に
おける生産性向上ガイドライン」の策定を進める。 33



介護分野における生産性向上

34

介護テクノロジーを導入し、生産性向上ガイドラインに基づいた業務改善を継続的に行うとともに、効果に関するデータ提出を行う
ことを評価する加算（令和６年度介護報酬改定で新設、短期入所系・居住系・多機能系・施設系サービス）
生産性向上推進体制加算（Ⅰ）100単位/月 ※加算（Ⅱ）の要件に加え、複数テクノロジーの導入、取組による成果創出
生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 10単位/月 ※テクノロジーを1つ以上、継続的な取組、年1回以上のデータ提供

生産性向上推進体制加算の新設１

生産性向上の取組により、介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が認められる特定施設において、看護・介護職員の配置人員
を緩和し、３：１から３：0.9とする

人員配置基準の特例的な柔軟化２

見守り機器等を全床導入し、インカム等のICTを使用している施設において、夜間の人員配置基準を緩和

見守り機器等を導入した場合の夜間の置ける人員配置基準の緩和３

見守り機器等の導入すること等により、夜勤職員配置加算の人員配置要件を緩和

夜勤職員配置加算の要件緩和４

①ケアプランデータ連携システムの利用、②生産性向上推進体制加算（Ⅰ）または（Ⅱ）の算定、③社会福祉連携推進法人のいずれ
かを満たす場合、処遇改善加算の令和８年度特例要件として上乗せを実施

処遇改善加算における生産性向上の要件５



サポートセンター支援

35

「障害福祉分野における都道府県サポートセンターの設置・運営事例集」を作成（以下、抜粋）

出典：厚生労働省「障害福祉分野における都道府県サポートセンターの設置・運営事例集」 001696650.pdf


